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はじめに
国連は、第 2次世界大戦後の 1945年の国連憲章制定前文において「基本的人権
と人間の尊重および価値」に言及し、その第 1条で国連の目的として「すべての者
のために人権および基本的自由を尊重するよう助長奨励する」宣言をした。さらに
1948年 12月 10日の国連第 3回総会において世界人権宣言を採択し、第 3条「す
べての人は、生命、自由および身体の安全に対する権利を有する」、第 5条「何人
も拷問または残虐な、非人道的もしくは屈辱的な取り扱いもしくは刑罰を受けるこ
とはない」とした。
しかし、これら世界人権宣言等には法的拘束力はない。そこで法的拘束力を有す
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る条約形式として、いわゆる自由権規約「市民的および政治的権利に関する国際規
約」（B規約）が 1966年 12月 16日の国連第 21回総会で採択された。
自由権規約第 6条 1項は「すべての人間は、生命に関する固有の権利を有する。
この権利は、法律によって保護される。何人も恣意的にその生命を奪われることは
ない」。同第 2項「・・死刑は、もっとも重要な犯罪についてのみ科すことができ
る」とし、死刑廃止が望ましいと強く示唆したが、自由権規約の批准国（日本は、
1979年批准）に死刑廃止を義務付けたものではない。
但し、自由権規約批准国は、死刑廃止に向けて国内での廃止実現のために努力す
べき義務があるとし、その具体的目標として自由権規約の手続規定である第 2選択
議定書、いわゆる死刑廃止条約の早期批准を求めている。
国連自由権規約委員会は、自由権規約第 6条 2項 6号「本条のいかなる規定も本
規約の当事国による死刑廃止を延期または妨害するために援用してはならない」を
根拠に日本を含む条約批准国に対し 5年に一度同委員会の一般的意見書を提示し
ている。
2017年 9月 29日に第 8回意見書 36を提示した。訳者は、その直後に全訳作業
に着手した。その特段の目的は、
第 1に、日本における死刑制度が国際人権規約に違反する可能性がある。
第 2に、今回の一般的意見書において、とくにパラグラフ 44、53および 60の
注釈で日本の問題が指摘されていることから、日本の死刑執行が国際法違反である
根拠を明らかとする必要がある（2014年の意見書では袴田巌事件を名指しで無実
となる恐れを指摘した）。
第 3に、パラグラフ 59において直接日本を名指ししたものではないにせよ、「生
命が、現実的な危険に直面することを信じるに足る相当な理由がある国に個人を送
り出すことは、規約第 6条および第 7条の違反になる」と提示し、自由権規約批准
国日本に対する死刑相当犯罪者の扱いに関する重要な警告をしている。本件は、犯
罪人引渡し条約との関係で死刑存置国の生命権に関する重大な課題であり、死刑制
度が国際的視野から見直しされなくてはならない必然性を示唆する課題である。
第 4に、2020年に日本（京都）で開催予定の国連犯罪防止刑事司法会議に、こ
れらの課題に日本がどう取り組むかの資料とする等を目的とし原文を邦訳した。
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報告者による改訂草案
Ⅰ．一般的意見
1．この意見書は 1982年および 1984年にそれぞれ人権委員会によって採択された
意見書No.6（第 16セッション）とNo.14（第 23セッション）に代わるものである。
2．規約第 6条は、すべての人間の生命権を認め保護するものである。生命権は、
武力による紛争や公の非常事態においてでさえも損なわれることは認められない
究極の権利である。生命権は各個人および社会全体双方にとって極めて重要なも
のである。生命権はそれ自体、あらゆる人間に備わっている権利としてもっとも貴
重なものであるが、また基本的権利でもある。それを効果的に保護することが他の
すべての人権を享受するための必要な条件であり、その意義はその他の諸人権に
よって満たされうる。
3．生命権は狭義に解釈されるべきではない。それは、尊厳のある生を享受するの
と同様、個人の自然に反した死あるいは早すぎる死をもたらすことを意図したまた
は予期した作為または不作為からは免れている（自由である）彼らの権利に関わる
ものである。規約第 6条は、被疑者あるいは重大な犯罪行為に対して有罪判決を受
けた者も含め、いかなる差別もなしに、すべての人間にこの権利を保証している。
4．規約第 6条 1項は、「何人も恣意的にその生命を奪われない。そしてその権利
は法律によって保護される」と規定している。これは生命権を順守し保障するこ
と、法律または他の手段によりそれを実施すること、そして生命権を侵害されたす
べての被害者に対して有効的な救済方法と補償を提供すること、という締約国の義
務の基礎となっている。
5．規約第 6条 2、4、5、6項は、死刑をいまだ廃止していない諸国において、死
刑はもっとも例外的な事例においてのみ、もっとも重大な犯罪に対してもっとも
厳しい規制のもとで適用されるべきであることを保証するための特定の保護条項
（セーフガード）について詳述している。第 6条 1項に含まれる、生命の恣意的な
剝奪の禁止は、締約国が死刑を適用することの能力をさらに制限している。3項の
規定は、規約第 6条と「集団殺害罪の防止および処罰に関する条約（ジェノサイド
条約）」（the Convention on the Prevention and Punishment of the Crime of
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Genocide: the Genocide Convention）との関連をはっきりと規制している。
6．生命の剝奪は、作為または無作為の結果生ずる、意図的なまたは他の予測でき
る、そして回避することが可能な危害あるいは損害による生命の終わり（死）を含
む。それは、第 9条 1項によって禁止されている、健全な身体または精神への危害
さらには脅威以上のものである。
7．締約国は、恣意的な生命の剝奪をもたらす行為に携わることをやめる義務をも
つ。締約国は同様に、その行為が締約国に起因しない人物あるいは実在物を原因と
する（生命の）剝奪に対して個人の生命を保護するよう適切に配慮しなければなら
ない。締約国の、生命権を尊重し保障する義務は、生命の損失をもたらすすべての
脅威に対して及ぶものである。締約国は、たとえそのような脅威が実際には生命の
損失をもたらさない場合でも、第 6条に違反する可能性がある。
8．強制的失踪は、生命への重大な脅威を意味する特有のかつ一貫した一連の作為
または不作為を構成する。したがって、生命権の侵害をもたらす可能性がある。そ
れはまた規約で承認されている他の諸権利、とくに第 9条（人間の自由と安全保
障）、第 7条（拷問または非人道的な刑罰の禁止）そして第 16条（法律のもとで人
として認められる権利）を侵害している。締約国は、個人の強制的失踪を防ぐため
に適切な手段を講じなければならない。そして、効果的で迅速な調査を行い、強
制的失踪を被った可能性のある人物の結果と所在を明らかにしなければならない。
締約国はさらに、人の強制的失踪は刑事制裁で処罰されること、そして独立した公
平な機関によって失踪事例を徹底的に調査するための速やかで効果的な手続きを
導入することを保証するべきである。そういった作為または不作為を犯すものは
罰せられるべきである。そして、強制的失踪の被害者と親族は調査の結果の情報が
与えられ、十分な補償が与えられるべきである。いかなる状況においても、強制的
失踪の被害者家族は、補償の資格を得るために彼ら（強制的失踪を被った人たち）
に死の宣告をする義務を負うべきでない。締約国は、さらに失踪した人の被害者家
族に、相当な期間を経たのちに、失踪した人物との関係における彼らの法的身分を
正規のものとする措置を提供しなければならない。
9．締約国は、妊娠中絶を制限するために作られた基準を適用することは可能であ
るが、そのような基準は妊娠している女子の生命権あるいは、残酷で、非人間的か
つ品位を貶める取り扱いの禁止など、規約のもとにおける彼女がもつその他の諸権
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利を侵害する結果となってはならない。したがって、女性が妊娠中絶をしようとす
ることに対するいかなる法的制約も、とりわけ、彼女たちの生命を危険にさらし、
あるいは彼女たちが肉体的または精神的な苦痛や苦しみを被るものであってはな
らない。それは第 7条の違反となる。締約国は、妊娠を予定日まで継続することが
女子にとって相当な痛みと苦しみを引き起こすような状況、なかでも妊娠がレイプ
や近親相姦の結果の場合、あるいは胎児が致命的な損傷を負っている場合などの状
況下で、妊娠中の女子の生命と健康を保護するため安全な妊娠中絶の方法を提供し
なければならない。締約国は、女子は危険な妊娠中絶をすべきではないということ
を保証する義務とは正反対の形で妊娠あるいは妊娠中絶を規制しないことも可能
である［たとえば、危険な中絶に頼ることを著しく増やすことが予想される場合に
は、締約国は未婚女子の妊娠を刑事罰の対象とする、あるいは中絶を経験した女子
やそれを手助けした医師に対して刑事処罰を適用するといった基準を用いるべき
ではない］。締約国は、妊娠中絶をしようとする女子に対して自尊心を傷つけるよ
うな、あるいは不当に負担となるような要件は取り入れるべきではない。危険な中
絶に関連した健康のリスクに対して女子の生命を保護する義務は、締約国に女子お
よび男子、そしてとくに青年期の人たちに、子どもを産む選択肢と有効な避妊に関
する情報と教育を利用する権利を保証すること求めている。締約国は同時に、妊娠
中の女子に対して、出産前および妊娠中絶後の適切な健康管理を利用できるよう保
証しなければならない。
10．［人権委員会は、個人の自律という人間の尊厳を承認すると同時に、締約国は
個人が自殺を計画したり企図することは、彼らがたえず精神的な危機を経験してい
て、それが彼らの能力に影響を与えて自らの生命を絶つというような不可逆の決定
をさせているのだということを認識すべきであると考える。それゆえ、］締約国は、
規約（が定める）義務に違反することなく、とくにとりわけ弱い立場にある個人の
自殺を防ぐために適切な手段を講じなければならない。同時に、締約国は、肉体
的・精神的に激しい痛みや苦しみを経験していて、尊厳のある死を望んでいる、瀕
死の重傷を負った、あるいは末期症状にあって、［悲劇的に］苦しんでいる成人の
生命の終結（死）を手助けするために医療専門家が治療を行ったり医学的手段を
とったりすることを［認めることができる］［妨げるべきではない］。そのような
ケースでは、締約国は 医療専門家が、自由意志による、情報に基づいた、はっき
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りと述べられた明確な患者の決定に従い、強制や虐待から患者を守ることを確認す
るための確固とした法的・制度的な保護条項（セーフガード）があることを保証し
なければならない。
11．締約国によって私人あるいは民間団体が、致死の結果を招く可能性のある力
を用いる権利あるいは権限を与えられている場合、締約国は、それが第 6条に実際
上適合していることを保証する義務を負う。そして、第 6条の規定へのいかなる不
適合に対しても直接的責任が存続する。とりわけ、私的な行為者に与えられている
諸権利は厳しく制限されなければならない。そしてとくに、認められている諸権利
が誤用されないよう、また生命の恣意的な剝奪にならないことを保証するために、
監視および管理の厳格で効果的な手段を提供しなければならない。例えば締約国
は、深刻な人権侵害に巻き込まれている人たちは、武力を伴う民間の治安部隊から
は除外されることを保証するべきである。また、締約国は、国から権力および権威
を与えられている私的行為者による生命の恣意的な剝奪の被害者は、公人によって
犯された違反行為に適用されるのと同様の救済が認められることを保証するべき
である。
12．現行の兵器の使用に関与し、新たな兵器の研究、開発、取得あるいは採用に関
与し、戦闘行為の手段・方法に関与している締約国は、生命権への自らの影響を常
に考慮しなければならない。例えば、人間的な慈悲や判断を欠いた、人を死に至ら
しめるロボット工学の軍事的運用における進歩は、その使用に対する法的責任な
ど、難しい法的・倫理的な問題を引き起こしている。［それゆえ、人権委員会は、
そのような兵器システムは［開発するべきではなく］、それらを使用することが第
6条およびその他の国際法の規範と一致していることを保証する標準的なフレーム
ワークが確立されない限り、かつ確立されるまでは、戦時においても平時において
も運用するべきでない、と考える］。
13．大量破壊兵器の［脅威］あるいは使用、とくに核兵器は、実際上無差別に人命
を壊滅的に損ない、生命権の尊重とは相いれない。これは、国際法のもとでは犯罪
を意味することになる。締約国は、非国家主体による取得を阻む、開発、生産、試
験、貯蔵し、それらを使用することをやめる、現在貯蔵しているものを破棄するこ
となど、大量破壊兵器の拡散を阻止するため必要なあらゆる手段を講じなければな
らない。それらは、すべて締約国の義務である。締約国はまた、核軍備縮小の目的
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を達成するため［そして大量破壊兵器の試験あるいは使用によって生命権に悪影響
を被った被害者に適切な補償を提供するために］厳しく効果的な国際的管理のもと
で交渉を誠実に追求する国際的な義務を順守しなければならない。
14．締約国は、電気銃（テーザー銃：Tasers）や　ゴム皮被膜の鉄製弾丸、エネル
　ギー減衰弾発射装置（AEP）（訳注：いずれも相手の抵抗力を弱めるために考えら
れたもので殺傷能力は低い）など、法の執行官および法の執行の任務を担当する兵
士が使用するために考案された、比較的軽度の致死兵器が生命権に及ぼす影響を監
視するべきである。そのような兵器の使用は、適切な訓練を受けた法執行官のみに
制限されるべきである。また、その使用に関する国際協約に従って厳しく規制され
るべきである。さらに、そういった軽度の致死兵器は、相手がさほど害を及ぼさな
い、あるいは明らかに無力であるということが分かったという例外的な状況におい
て、必然性と比率性の要件に従ってのみ使用することができる。例えば、締約国
は、群衆の規制やデモといった通常の状況においては、そういった兵器を用いるべ
きではない。
15．規約第 6条は、締約国に、生命権を順守し保証する広範囲の義務を課してい
る。しかしながら、［選択議定書第 1条の目的とする］規約の違反を主張する個人
は、締約国［選択議定書］に起因する行為もしくは不作為によってその諸権利が直
接侵害されたこと、あるいは実際のかつ個人的な危険のもとにあるということを明
らかにしなければならない。
Ⅱ．生命の恣意的剝奪の禁止
16．しかしながら、あらゆる人間に本来備わっている生命権は絶対的なものでは
ない。第 6条 1項は、生命の剝奪は恣意的であってはならないことを要求すること
で、恣意的ではない生命の剝奪があることも認めている。例えば、下記の第 18項
に明記されている状況において、正当防衛で相手を死に至らしめることは、恣意的
な生命の剝奪を構成することにはならないであろう。本来、恣意的ではない生命の
剝奪となるそうした例外的な手段でさえ、事実上恣意的ではない方法で適用されな
ければならない。そのような例外的な手段は、恣意的生命の剝奪を防ぐよう考えら
れた制度的な保護条項（セーフガード）を伴った法律で規定するべきである。さら
に、死刑をいまだ廃止しておらず、（「死刑の廃止を目指す市民的および政治的権利
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に関する国際規約の」）第二選択議定書を批准していない諸国は、もっとも深刻な
犯罪に関して下記の第Ⅳ部に詳しく述べられている厳格な諸条件に従ってのみ、非
恣意的方法で死刑を適用することが可能となる。
17．規約第 6条 1項の第 2文（2番目の文章）は、生命権は法律によって保護され
ることを求めている（命じている）、また第 3文（3番目の文章）は、何人も恣意的
にその生命を奪われないことを求めている（命じている）。この二つの要件は、法
的根拠を欠いた生命の剝奪あるいは生命保護の法律および手続きと矛盾する生命
の剝奪は、通例、本質的に恣意的であるという点で重なりあうものである。例え
ば、刑事訴訟あるいは犯罪証拠の国内法を違反して行われた裁判の結果の死刑宣告
は通常恣意的であり違法となる。
18．生命の剝奪は国内法で認めることは可能であるが、それでも恣意的となりう
る。「恣意的である」ということは「法律に違反する」ということと同じことでは
なく、不適切、不公平、予見可能性の欠如および適正手続きの欠如などの要素、同
じく妥当性、必然性、均衡の要素など、さらにより広い意味で解釈しなければなら
ない。例えば、第 6条のもとで、恣意的ではないと条件付けられるためには（恣意
的であると条件付けられないためには）自己防衛をする人による、あるいは彼／彼
女を守ろうとする別の人による致死的な力の行使は、攻撃者がもたらす脅威の観点
からして、妥当そして必然でなければならない。そして、それは警告など非致死的
な方策をすべて使った、あるいはそれらが無力であると見なされた結果の最後の方
策であることを意味していなければならない。行使される力の総量は脅威に正確
に対応したもので、それを超えることはできない。行使される力は、攻撃者に対し
てのみできうる限り注意深く向けられなければならない。そして、対応するべき脅
威は、死が差し迫っている、あるいは重傷を負っているなどの極端な場合でなけれ
ばならない。法を執行する目的で、私有財産の保護や、他の人の生命や肉体の健全
性への深刻で差し迫った脅威をもたらすことはない犯罪容疑者や受刑者の逃亡防
止などの極端に重大ではない脅威に対処することを意図して、致死の可能性のある
力を故意に用いることは、力のふさわしい行使と見なすことはできない。
19．締約国は、その法執行機関によって恣意的な生命の剝奪を防止することを目
的としたあらゆる必要な手段をとることが求められる。これらの諸手段には、法
執行官（警察）による致死的力の行使を管理する適切な法律や、法執行の行為が
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人命にもたらす危険を最小化する必要性と一致するよう適切に計画されることを
保証するために考えられた手続き、死に至った場合の報告と調査の義務、そして
群衆の規制に責任をもつ、効果的な非致死性の手段と致死的な力に頼ることを未
然に防ぐための適切な防護装置を備えた、警察部隊の配備、などが含まれる。とく
に、法執行機関のすべての行動は、「法執行官の行動綱領」（the Code of Conduct
for Law Enforcement Officials）（総会決議 34/169）および「法執行官による力
と火器の使用に関する基本原則」（the Basic Principles on the Use of Force and
Firearms by Law Enforcement Officials）（1990年）など、関連する国際標準に
適合したものでなければならない。そして法執行機関は、あらゆる状況においても
生命権を最大限に尊重することを保証するために、これらの諸基準を教え込むよう
立案されている適切な教育を受けなければならない。
20．規約は、許容される生命の剝奪の根拠を挙げてはいない。しかし、第 6条 2、
4、5項は、いまだ死刑を廃止しておらず、第二選択議定書を批准していない諸国
が、いくつかの厳格な条件に従い、もっとも深刻な犯罪に関しては死刑を適用し続
ける可能性を暗黙のうちに認めている。警察官による致死的武器の使用の諸条件
あるいは新たな薬物処理のための諸協約など、生命の剝奪をもたらす可能性のある
行為を規制しているその他の諸手続きは、法による制定が必要である。それは、恣
意的な生命の剝奪を防ぐよう考慮された、効果的な制度的保護条項（セーフガー
ド）を伴い、規約のその他の諸条項に適合していなければならない。
21．第 6条以外の規約の諸条項に違反する行為あるいは不作為による個人の生命
の剝奪は、一般的には事実上恣意的である。例えばこのことには、力の行使が結果
的に、集会への参加の自由の権利を行使しているデモの参加者に死をもたらすこ
と、そして、規約の第 14条が求める適正手続きを満たしていない裁判の結果、死
刑を宣告すること、などがある。
Ⅲ．生命保護の義務
22．（規約第 6条）2項は、生命は「法律によって保護されるべきである」と規定し
ている。このことは、締約国は法的枠組みを制定して個人が生命権を完全に享受す
ることを保証しなければならないことを暗示している。また、法律によって生命権
を保護する義務には、締約国が、私人ならびに民間団体から生じる脅威など、予測
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可能なあらゆる脅威から生命を保護するために適切な法的手段をとる義務がある
ことも含まれる。
23．法律によって生命権を保護する義務は、生命を剝奪することのいかなる根拠
も、法律によって規定されなければならず、そして広範で恣意的な解釈あるいは適
用を避けるために十分かつ明白な定義付けがなされなければならないということ
を課している。国家権力による生命の剝奪は、最大限に重大な問題であることから
して、法律は人が自己の生命をそういった権力によって奪われる可能性のある状況
を厳しく規制し制限しなければならない。また、締約国は、関連する法規定のすべ
てを完全に順守することを保証しなければならない。法律による生命権の保護の
義務は、また締約国に国家機関と支配構造を組織化することを求めている。そのこ
とを通して、法律によって生命の剝奪を防ぐための適切な制度および手続きが制定
されること、生命の違法な剝奪の可能性のある事例を調査し起訴すること、処罰を
与え、完全な補償を提供することなど、生命権を尊重し保障することの必要性と一
致した方法で公権力が行使されるのである。
24．締約国は、意図的殺人、過失殺人、火器の不相応な使用、幼児殺害、名誉殺
人、リンチ、暴力的な憎悪犯罪、血で血を洗う争い、殺害予告、テロ攻撃、その他
の暴力の示威行動、生命の剝奪を生じるような暴力の扇動など、個人によるあらゆ
る形態の恣意的な生命の剝奪を効果的に禁止する防護的な法の枠組みを制定しな
ければならない。こういった犯罪に対する刑事制裁は、規約のすべての規定との適
合性の問題はあるが、その重大さに相応したものでなければならない。
25．生命権を保護する積極的な手段を講じる義務は、規約に認められている諸権
利を保証する一般的義務に由来しており、それは規約第 2条 1項に明確に表現さ
れている。第 6条と併せて読むと、同様に第 6条（1項）の第 2文（2番目の文章）
にはっきりと述べられている、法律によって生命権を保護するという明確な義務に
も由来するものである。それゆえ、締約国は合理的かつ積極的な手段を保証する相
当な注意（デュー・デリジェンス）義務下にある。それは、その行為が国家に起因
するものではない私人および民間団体による生命への予測可能な脅威に応じて、締
約国に対して不可能かつ不相応な責任を課すものではない。したがって締約国は、
犯罪者あるいは犯罪組織や武装したテロリスト集団などの武装集団によって殺さ
れるまたは謀殺されることから個人を守るための適切な保護的手段を講じなけれ
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ばならない。同じく締約国は、生命の剝奪に関与する私兵および自警団のような非
正規の武装集団を解散させなければならない。また、許可を受けていない個人に致
死の可能性がある武器が拡散するのをやめさせなければならない。さらに締約国
は、自家輸送会社、個人病院、民間警備会社のような合法的な民間団体による恣意
的な生命の剝奪を防ぎ、調査し、罰し、改善するために持続的に監視するなどの適
切な保護の手段を講じなければならない。
26．締約国は、他の国家の領土内あるいはその司法権のもとにあるその他の地域
で行われる生命の剝奪に対して個人を保護する適切な手段を講じなければならな
い。また締約国は、その領土内のすべてあるいは一部、そしてその司法権のもとに
ある他の地域においてなされるあらゆる活動、しかし、法人によってなされる活動
などの、その領土外での個人の生命権に［直接的］、重大で予測可能な影響をもつ
活動が、企業の社会的責任に当然の考慮をして、（規約の）第 6条に矛盾しないこ
とを保証しなければならない。
27．生命権を保護する義務は締約国をして、はっきりとした危険あるいは事前に
予測できる暴力のため、その生命が際立った危険な立場に置かれている弱い立場の
人に対して特別な手段を講じることを求めている。この人たちには、人権擁護者、
優れた公人、犯罪の目撃者、そしてドメスティック・バイオレンスの被害者などが
含まれる。さらに、ストリートチルドレン、民族的・宗教的マイノリティ、先住
民、難民、レズビアン・ゲイ・バイセクシュアル・トランスジェンダー・インター
セックス（LGBTI）の人たち、アルビニズム（色素欠乏症）の人たち、魔女の疑
いをかけられている人たち、亡命希望者、亡命者、無国籍の人たち、そしてある場
合には女性と子どもたち、などが含まれる可能性がある。締約国は、警察官による
24時間態勢での、保護や潜在的な攻撃者に対して保護と補償の命令を出すこと、
そして例外的には唯一、危険が迫っている個人の自由意志による同意を得た上での
保護拘置、といった特別な手段を適用するなどして、自らが際立った危険な状態に
あることを自覚している個人を保護するために緊急かつ効果的な対応をしなけれ
ばならない。
28．心理社会的および知的な障害などの障害を抱える人は、他の人と同等の、効
果的な生命権を享受するための特別な保護手段を得る資格を有する。そういった
保護手段には、障害をもつ人が、必要な物やサービスを利用できることの保証およ
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び障害をもつ人に対して法執行機関が力を過度に使用することを防ぐために考え
られた特別な手段といった、生命権の保証のために必要不可欠である公共政策を合
理的に適応することが当然含まれるであろう。
29．また締約国は、個人を逮捕、拘束、拘置によって、その人たちの生命と健全な
身体に配慮する責任を負っているので、国家によってその自由を奪われている個人
の生命を保護するためにあらゆる必要な手段を講じる増大した義務がある。そし
て締約国は、この責任を軽減する資金の欠如や　ロジスティックの問題に依拠する
ことは許されない。国家の許可に従って運営されている私的な監禁施設に拘束さ
れている個人に対しても同様の増大した義務がある。拘束されているすべての人
の生命を保護する義務には、彼らに必要な医療を提供すること、定期的に健康を
チェックすること、囚人間の暴力から防護することなどが含まれる。さらに、生命
権を保護する増大した義務は、国営の精神衛生施設、軍営（軍のキャンプ）、難民
キャンプ、国内避難民キャンプ、あるいは児童養護施設に宿舎を与えられている個
人にも適用される。
30．また、生命を保護する義務は、締約国は、いずれは生命への直接的な脅威を引
き起こす、あるいは個人が尊厳をもってその生命権を享受することを妨げる可能性
のある社会の中の全般的な状態に対処するべく適切な手段を講じるべきであるこ
とを暗示している。こうした全般的な状態とは、高水準な犯罪的暴力および銃に
よる暴力、交通災害および工場災害の蔓延、環境汚染、マラリヤあるいはエイズ
（AIDs）のような生死にかかわる病の流行、一般にはびこった薬物乱用、広範囲な
飢餓および栄養不良、極度の貧困とホームレス状態などが含まれる可能性がある。
生命権を保護するための適切な条件に対処するのに必要な手段としては、必要に応
じて、食料、水、避難所、医療、電気と公衆衛生などの必要な物とサービスを個人
が利用することを保証するために考案された短期間の手段、そして、効果的な緊急
医療サービスおよび緊急対応活動（消防士、救急車、警官隊など）を支持すると
いった適切で一般的な条件を促進するよう考案された長期的な手段がある。さら
に締約国は、生命権の享受を推し進めるための行動計画を進展させなければならな
い。それは、医療を受けることの妨げとなる性感染病などの病気に関連して非難を
受けることと闘うための方策を構成することになる。そして、非暴力的かつ急進的
ではない課程の教育を進めるための綿密な計画、ドメスティック・バイオレンスへ
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の反対の認識を高めるためのキャンペーン、そして妊産婦と乳児の死亡率を下げる
ために計画された健康診断と治療を受けることを推し進めるためのキャンペーン。
なお、その上に、締約国は必要に応じて、備えを強化するよう策定された危機管理
計画および災害管理計画を発展させなければならない。そして、生命権の享受に悪
影響を与える、ハリケーン、津波、地震、放射能事故、大規模なサイバー攻撃など
の自然災害および人災に取り組まなければならない。［その広範囲な結果を前提と
すると、生命権の完全な享受に必要な一般的条件に関する義務は、漸進的にしか実
現されえない場合がある］。
31．規約によって生命権に与えられている保護の重要な要素は、国家機関あるいは
私人または民間団体による、行き過ぎた致死的力の行使などの、生命の剝奪の申し
立て（主張）を調査し告発する義務である。この義務は保護義務に内在していて、
規約に認められている諸権利を保証するための全般的義務―第 6章 1項と併せて読
むと第 2条 1項に明確に表現されている―、そして人権侵害の犠牲者とその家族に
効果的な救済を提供する義務―第 6章 1項と併せて読むと第 2条 3項に明確に表現
されている―によって強化される。生命の剝奪の申し立てを調査し起訴すること
は、責任のある人物を法廷に出廷させることを保証し、説明責任を促進し、刑事免
責を防ぎ、裁判拒否を回避し、違反が繰り返されることを防ぐ目的で実践と政策を
改めるための教訓を引き出す、ことを目的としたものでなければならない。とりわ
け、部下の関与による生命権の侵害に関しては、その上級職の法的責任が調査され
なければならない。生命権の重要性を鑑みると、締約国は、第 6条の違反に対して
一般的に、単なる行政処分あるいは懲戒処分による対処は控えるべきである。そし
て、通常、有罪を示す十分な証拠があれば刑事訴追をするべきことになる強制捜査
が求められる。意図的な殺人者およびその　上役に対する免責および恩赦、そして事
実上あるいは法律上の刑事免責となる同程度の基準は、一般的には、生命権を尊重
し保証する義務、および被害者に効果的な補償を提供する義務とは相いれない。
32．規約第 6条違反の申し立てを調査することは常に、独立した、偏らない、正
確な、徹底的な、効果的な、信頼できる、そして明白なものでなければならない。
そして違反が見い出された場合には、事例の特別な事情を考慮して、賠償、名誉回
復、謝罪の適切な方策など、完全な補償が提供されなければならない。また締約国
は、今後同様な違反が起こることを避けるべく対策を講じる義務を負う。関連事項
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として、調査には、可能ならば必ず犠牲者遺族の代理として病理学者が立ち会い、
犠牲者の遺体を綿密に検視しなければならない、ということが含まれる。締約国は
とりわけ、生命の剝奪に至った事件の真実を明らかにするために、その個人が対象
となった理由および生命の剝奪が行われる以前、その間、そして以降に国家権力が
とった処置を明らかにすること、および生命を失った個人の身元を確認することな
どの、ふさわしい手段を講じなければならない。また、公益を保護するため、ある
いは直接影響を被る個人の法律的権利をやむをえず保護する必要のため、そうする
ことを避けるのでない限り、調査に関連する詳細を被害者の最近親者に開示し、調
査の結果分かったこと、結論および提案（勧告）を公表しなければならない。また
締約国は、目撃者（証人）、犠牲者とその親族、および脅威、攻撃、あらゆる報復
行為の調査を行う人物を保護する必要な手段を講じなければならない。生命権の
侵害の疑いがある場合は、必要であれば職権により、つまり正式な訴状がなくて
も、調査を始めなければならない。締約国は、誠意をもって、国際的な調査機関と
協力し、第 6条違反の可能性を詳しく調べなければならない。
33．拘留中に起こる人命の喪失は、とくに変死（不自然死）であるという信頼でき
る報告が伴う場合には、国家機関による恣意的な生命の剝奪が推測される。それ
は、第 6条の義務を国が順守していることを証明する厳密な調査に基づいてのみ反
証が可能となる。また締約国は、国の機関が武力衝突というような緊急事態以外で
火器を使用した、あるいは使用したように思われる場合は必ず、第 6条違反の疑い
を調査する増大した義務を負う。例えば、デモの群衆に対して実弾を発射した場
合、あるいは国家機関による生命権の侵害が疑われるという形で、軍事作戦の場以
外で火器による一般市民の遺体が発見された場合である。
34．生命権を尊重し保証する義務は、締約国に、規約第 6条違反でその生命が剝
奪されるであろう現実的な危険があることを信じるに足る相当な根拠がある国に、
個人を国外退去、送還、あるいは移送することを控えることを求めている。そうし
た危険は本来は個人的なものに違いなく、単に受け入れ国の一般的な状態からは派
生することはありえない。たとえば、下記の第 38項で説明しているように、死刑
を廃止している国から、死刑に直面する可能性のある国に個人を引き渡すことは、
第 6条に反するであろう。同様に、個人を、かつてその人物に対してその地域の宗
教権威からファトワー（イスラム法に基づく法決定）が出された国に強制的に本国
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送還することは、ファトワーが守られていないことを立証しない場合は、第 6条の
違反となるであろう。あるいは、かつてそこに住んだことがなく、社会的あるいは
家族的なつながりもなく、その地域の言葉も話すことができない、極端に暴力的な
国に、個人を国外退去させることも第 6条違反となるであろう。受け入れ国の機関
から、移送された個人の生命権に危険があることが申し立てられた場合などは、状
況は、とりわけ、受け入れ国の機関の目的、その機関が同様のケースで過去にとっ
た行動パターン、そしてその目的に関する確かで有効的な保証の可能性に基づいて
査定される必要がある。受け入れ国の領土内で活動をしている非国家主体あるい
は外国によって、生命権が危険となる疑いのある場合は、受け入れ国の機関による
保護のための確かで有効的な保証が探究され、国内航空便の選択肢が探られること
がある。移送の処置の保証を信頼する場合は、移送先の国は、移送が始まった時か
ら保証を出して受け入れ国によるコンプライアンスを守るための適切な機構を整
備しなければならない。
35．規約の第 6条に従って、犯罪者の引き渡し、強制送還あるいは別の形での移
送は行わないという義務は、難民に認定されていない在留外国人の保護も求めてい
るので、国際難民法のもとでのノン・ルフールマン原則の範囲より広いものであ
る。しかしながら締約国は、生まれた国での生命権の侵害の現実的な危険を主張し
ているすべての亡命希望者に、難民の権利あるいはその他の、彼らに保護を提供す
ることが可能な個別の状況の決定手順の権利を認めなければならない。
Ⅳ．死刑を科すこと
36．第 6条 2、4、5、6項は、いまだ死刑を廃止していない諸国において死刑を科
すことを規制している。
37．規約第 6条 2項は、まず、死刑をいまだに廃止していない締約国に対して、つ
ぎに、もっとも深刻な犯罪に対して、死刑の適用を厳密に制限している。生命権を
正式に記した文書において死刑の適用を規制するという特異性を考慮すれば、2項
の意味するところは、厳格に解釈［するべきである／しなければならない］。
38．国内法の改正、規約の第二選択議定書に同意する、あるいは他の、死刑の廃止
を義務付けている国際的法律文書を承認することにより、死刑をすでに廃止してい
る締約国は、死刑を再び導入することが禁じられている。規約と同様、第二選択議
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定書は、破棄条項（終了規定）を含んでおらず、締約国はそれを破棄することはで
きない。それゆえ、死刑廃止を法律的に取り消すことはできない。さらに締約国
は、規約の批准と同時にあるいはそれ以後は常に死刑を科していない犯罪を、死刑
に相当する犯罪に変えることは許されない。また締約国は、以前は死刑を科すこと
ができなかった状況下で死刑の適用が可能になった結果に伴い現在の犯罪から法的
な条件を取り除くこともできない。死刑を廃止している締約国は、死刑もありうる
起訴に直面している国に、死刑の適用がなされない確かで有効的な保証が得られな
い限り、個人を国外追放あるいは引き渡しすることはできない。同じように、いか
なる特殊な犯罪に対しても死刑を再導入しないという義務は、締約国に、移送先の
国では同じような犯罪が死刑を伴わない場合、死刑の危険にさらされた個人に対し
て確実で有効的な保証が得られない限り、死刑に相当する罪で裁判にかけられるこ
とが予想される国に個人を国外追放あるいは引き渡しをしないことを求めている。
39．「もっとも深刻な犯罪」という表現は、厳格に解釈されなければならない。そ
して意図的な殺人など、最大限に重大な犯罪に属するものである。麻薬犯罪、殺人
未遂、汚職およびその他の経済［政治］犯罪、武装した強盗、著作権侵害、誘拐、
性犯罪などの、直接そして意図的な死には至らない犯罪に対しては、実際は深刻な
ものではあるが、第 6条の枠組みにおいて、死刑の適用は決して正当化されない。
同じように、同じくもっとも深刻な犯罪において、少しだけ関わるとか共犯である
場合は、死刑の適用を正当化することはできない。締約国は、たえずその刑法を再
検討する義務があり、もっとも深刻な犯罪に相当しない犯罪に対して死刑が適用さ
れていないことを保証しなければならない。
40．いかなる場合であっても不倫、同性愛、背教、［政治的に敵対する団体の創
設］、あるいは国家の首脳を怒らせることなど、その犯罪化が第 6条に違反する行
為に対する処罰として死刑を適用することはできない。そのような違法に対して
の死刑を存置している締約国は、規約の第 6条のもとでの、併せて第 2条 2項、同
じく規約のその他の条項のもとでの義務違反を犯している。
41．死刑の適用を含むいずれの場合も、違反者の個人的な都合および違反の特別
な状況は、明らかな軽減要素も含め、　裁判所（sentencing court）によって検討さ
れなければならない。それゆえ、国内の裁判所をして、いずれにしても違反を死刑
を科す犯罪として指定し、犯罪者の特定な状況において死刑宣告を行うままにさせ
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ている　絶対的死刑の宣告（mandatory death sentence）は、本質的に恣意的なも
のである。事例あるいは被告人の特別な状況に基づいて恩赦または減刑を求める
権利を利用することは、死刑の適用における　司法の裁量（judicial discretion）の
必要性にとってかわる適切なものとはいえない。
42．いかなる場合も、国民、民族、人種、宗教団体の人たちに対する　集団殺害
（genocide）政策の一環として、死刑を科すことはできない。規約第 6条 3項は、
規約の締約国であり、「集団殺害罪の防止および処罰に関する条約」（the Genocide
Convention）の締約国でもある諸国に、集団殺害を防ぎ、かつその犯罪を罰する
義務に対して注意を喚起している。それは、集団殺害の罪の一部を構成する生命の
剝奪を防ぎその罪を罰する義務も含んでいる。
43．さらに規約第 6条 2項は、締約国に、いかなる死刑宣告も「犯罪が行われた
時点で効力を有している法律に従う」ことを保証することを求めている。この　適
　法性の原則（principle of legality）の適用は、規約第 15条 1項の　罰刑法定主義
（nulla poena sine lege）を補完し再確認するものである。結果として、犯罪が行
われた時点で、そのための法律の備えがなければ、決して死刑を科すことはできな
い。また、漠然と定義された　刑事規定（criminal provision）に基づいて死刑を科
すこともできない。有罪判決を受けた個人への適用が主観的なあるいは裁量に任
された判断に左右されるだろうし、合理的に予測することも不可能である。一方、
死刑の廃止は、犯罪が行われた後により軽い刑罰を科する規定が法律に設けられ
た場合には、罪を犯した者は、その利益を受ける、ということを締約国に求めて
いる、規約第 15条 1項の第 3文（3番目の文章）にある　遡及的慈悲（lex mitior）
　原則（retroactive leniency principle）に従って、死刑相当の罪で告発されてい
る、あるいは有罪判決を受けている個人に、遡及的に適用されるべきである。また、
死刑に相当する罪で告発されている、あるいは有罪判決を受けているすべての個人
に死刑の廃止を遡及的に適用することは、いったん死刑を廃止したならば、死刑を
適用する必要性を正当化することは不可能であるという事実からも導き出される。
44．いまだ死刑を廃止していない締約国は、いくつかの処刑方法を禁止している第
7条を守らなければならない。第 7条を守ることができない場合は、必然的に処刑
が事実上恣意的となり、それゆえさらに第 6条違反となる。委員会はすでに、石打
ち、未検査の致死的薬物注射、ガス室、火あぶり、生き埋め、そして公開処刑は第 7
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条違反であるという見解を出している。同様の理由で、その他の苦痛を与えたり屈
辱を与える処刑方法も、規約のもとでは非合法である。死刑囚監房にいる個人へ適
切な時に処刑日時を知らせないことは、通例、虐待の一形態となり、その後の処刑
は規約第 7条違反となる（原文注 28：Concluding Observations: Japan(2014),
para.13.）。法的救済策をすべて用いるのに必要な期間を越えて、死刑宣告の執
行が極端に遅れることは、［とくに］独居房などの、厳しくストレレスに満ちた
死刑囚監房に被告が長期間置かれた場合（原文注 31：Concluding Observation:
Japan(2014), para.13.）、またその人たちが年齢や精神状態の要因で弱くなって
いる場合は、規約の第 7条違反になる。
45．死刑を科す結果となる訴訟手続きにおいて、規約第 14条に規定されている、
公正な裁判を受ける権利を侵害することは、処刑を恣意的なものとする可能性があ
り、規約第 6条の違反となりうる。こういった違反は、強制的自白の使用を含んで
いる恐れがある。また、被疑者が証言者に直接質問できないこと、取り調べ、予審、
裁判、控訴などすべての訴訟手続期間にわたって有効な代理人がいないこと、そし
て弁護士と依頼人との信頼のおける打ち合わせなどがないことが考えられる。さ
らに、裁判中に被告人を檻に収容したり手錠をかけたりすることで明白である、推
定無罪の順守の不履行、有効的な控訴権の欠如、被告側の答弁あるいは控訴に必要
な、法廷に提出する　正式な検察官文書（official prosecutorial application）、裁判
所の判決あるいは裁判記録などの法的文書を利用できないこと、適切な通訳の欠
如、裁判あるいは控訴段階での度を越えたおよび不当な遅延、そして刑事手続きに
おける全般的な公正さの欠如、裁判あるいは控訴審の主体性と公平性の欠如、など
が考えられる。
46．規約の第 14条では明確に対象とされてはいないが、その他の重大な手続き上
の不備が、死刑を科すことを第 6条の違反とする可能性がある。例えば、死刑相当
の罪で告発され拘束されている外国籍の人に、「領事関係に関するウィーン条約」
（Vienna Convention on Consular Relations）に従って、領事通知の権利がある
ことを迅速に知らせることの不履行、そして、その生命が奪われる現実的な危機に
ある国にまさに送還されようとしている個人に、抗告手続きを利用できる機会を提
供することの不履行は規約第 6条 1項に違反することになる。
47．また、その犯罪が合理的疑いの余地のないということが確定していない人物
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の処刑は、恣意的な生命の剝奪になる。それゆえ締約国は、死刑事例における不当
な有罪判決を避けるべく、実行可能なあらゆる手段を講じなければならない。そし
て、DNA証拠など、新たな証拠に基づいて過去の有罪判決を再審理しなければな
らない。また締約国は、有力な自白と目撃証言が誤っていたり信頼性に欠けている
ことを示している、新たな信頼できる研究の死刑事例についての証拠の評価が意味
するところを熟考しなければならない。
48．死刑を差別的に科すことは、規約第 2条の 1項および第 26条に違反する。宗
教的、人種的あるいは民族的マイノリティ、貧困な人たちあるいは外国籍の人たち
は死刑に直面する割合が高いということを示しているデータは、不平等な死刑の適
用を指摘している可能性がある。そして、規約第 26条と同じく、第 6条と併せて
第 2条 1項のもとで、懸念を提起する可能性がある。
49．規約第 6条 2項の最後の文章によれば、死刑は権限のある裁判所が言い渡し
た確定判決によってのみ執行することができる。そのような裁判所は通常、　犯罪が
　行われる前に（before the commission of the offence）、司法組織内の法によって
設置されなければならない。そして、行政部門および立法部門から独立し、公平で
なければならない。軍事裁判所は、通常の軍事犯罪を裁く場合は機能的な自立を保
てるが、もっとも重大な犯罪を裁判する場合には、十分に独立して公平であると
評価されるであろうことは、ありそうもないことである。結果として一般市民は、
死刑相当の罪で軍事法廷で裁かれるべきではなく、通常は軍人でさえも、死刑を
伴う犯罪の審理を、あらゆる裁判の公平さを保証している民間裁判所以外で行わ
れるべきではない。さらに、委員会は部族裁判所（tribal courts：米国におけるイ
ンディアン・カントリーでの部族の犯罪に関係する裁判所）のような　慣習法裁判
所（courts of customary justice）を、もっとも重大な死刑相当の犯罪を裁くこと
を可能にするような十分に公平な裁判を保証することができる司法機関とは認め
ていない。いっさい裁判を行うことなく死刑を宣告すること、例えば宗教的布告
（ファトワー）あるいは国が実行する、またはそれを許可する軍事命令などは、規
約第 6条および第 14条違反になる。
50．いかなる死刑も、宣告を受けた人物に、あらゆる司法的抗告手続きに訴える
機会が与えられ、かつ検察官による　監督再調査（supervisory review）や公的あ
るいは個人的な恩赦の要求など、その他の利用できるすべての非司法的な手段の申
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し立てが試みられたあと、最終判決に従ってのみ実行に移されることができる。さ
らに死刑は、処刑の停止を求める国際的な経過措置が整っている限り、実施される
べきではない。そのような経過措置は、　国連の条約機関（UN Treaty Bodies）の
ような、国際法廷、人権裁判所、人権委員会において判決を再調査することを認め
るために策定されている。そういった経過措置の不履行は、関連する国際機関の業
務を管理する個別の諸条約のもとで定められた手続きを誠実に守るという義務に
抵触する。
51．締約国は、規約第 6条 4項に従って、死刑宣告を受けた個人が適切な場合に
恩赦あるいは減刑を求めることを認め、そしてその人たちに大赦、特赦あるいは減
刑の要求が十分に考慮され最終的に決定される前には判決は執行されないことを
保証しなければならない。判決を受けたいかなる範疇の人も、生得的に（アプリオ
リ）、そのような軽減の手段から排除されることはない。また、軽減を得るための
条件が事実上、無効で不必要、負担があり差別的であってはならず、恣意的に適用
されるべきでもない。規約第 6条 4項は、恩赦あるいは減刑を求める権利を行使す
る特定の手続きを規定していない。その結果締約国は、関連する手続きを詳しく説
明する決定権を保持する。さらに、そういった諸手続きは、国内法で定められなけ
ればならない。そしてその諸手続きは、犯罪被害者家族に、死刑判決を実施するか
どうかの決定において優勢的役割を与えるものであってはならない。さらに、恩赦
あるいは減刑の手続きは、その後の手続きについておよび適用される基準の確実性
などの、いくつかの必要な保証を提供しなければならない。さらに、死刑判決を受
けた人物の、恩赦あるいは減刑手続きを始める権利、および個人的なあるいは他の
関連する事情を陳情する権利、要求が考慮される場合、詳しい情報を与えられる権
利、そして手続きの結果に関して迅速な情報が与えられる権利、などの保証を提供
しなければならない。
52．規約第 6条 5項は、18歳未満の者が行った犯罪について、および妊娠中の女
子について死刑を適用することを禁止している。犯行時に 18歳未満であった者に
対して死刑を適用することを禁止するということは、判決時における年齢あるいは
判決が執行されると見込まれる時点での年齢にかかわらず、必然的にその人たち
が、その犯罪に対して決して死刑に直面することはないということを暗示してい
る。犯行が行われた時点で、その人物が 18歳未満ではなかったという信頼に足る
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かつ決定的な証拠がない場合には、彼／彼女は、疑わしい点は被告に有利に解釈す
るという権利を得て、死刑が科されることはない。
53．締約国は、深刻な心理社会的および知能的障害などを抱える人など、他の人と
同じようには自己を守ることができない限られた能力をもつ個人には、死刑を科すこ
とを控えなければならない（原文注 69：Concluding Observations: Japan(2014),
para.13.）。また、道義的責任能力に障害のある人物に死刑を科すことも控えなけ
ればならない。さらに、判決の理由を理解する能力が低下している人物の処刑も
控えなければならない。そして、幼少の子どもたちの親、高齢の人（原文注 70：
Concluding Observations: Japan(2009), para.16.）、過去に拷問の犠牲などの深
刻な人権侵害を被ったことのある個人など、その人たちおよびその家族にとって処
刑が特別に残酷、あるいは非常に過酷な結果になるような人に死刑を科すことは控
えなければならない。
54．規約第 6条 6項は、いまだ完全には死刑を廃止していない締約国は、予測し
うる将来において事実上および法律上、完全に死刑を廃止することから後戻りする
ことはできないことを再確認している。死刑は生命権の完全な尊重と相入れるこ
とは不可能で、死刑の廃止は人間の尊厳の強化と人権の前進的発達にとって望まし
く、また必要なものである。締約国が、死刑を科す率を高めその範囲を広げ、かつ
許可する恩赦と減刑を少なくするという対策をとることは、規約第 6条の目標およ
び目的に反することである。
55．規約第 6条 2項において死刑の適用の条件を間接的に言及していることは、規
約の草稿段階では、締約国は広く死刑が残酷で非人間的あるいは品位を貶めるもの
とは認識していなかったことを示しているが、その後の締約国による合意と実施
は、最終的には、死刑はいかなる条件下でも規約第 7条違反となるという結論を導
き出すことを可能としている。第二選択議定書、および死刑を科すこと、あるいは
処刑を行うことを禁止している、その他の国際的法律文書を批准している国の増
加、死刑廃止国ではないが、事実上死刑の停止を導入している国の増加、これら
は締約国間で、死刑が残酷で非人間的あるいは品位を貶める刑罰であるという認識
での合意の形成に向けて大きな前進がなされたことを示している。そういった法
的な進展は、規約の死刑廃止の精神と一致するものであり、それはとりわけ規約第
6条 6項および第二選択議定書で明らかである。
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Ⅴ．規約第 6条と他の条項およびその他の法体制との関連
56．規約第 6条の基準と保証は、規約の他の規定と重なりあい関連している。ある
種の行為は、同時に第 6条およびその他の条項違反となる。例えば、もっとも重大
な犯罪を構成しない犯罪に対して死刑を適用することは、規約第 6条 2項および第
7条の違反となる。ある場合には、第 6条 1項は、その他の条項で補完される。例
えば、死刑の適用は、第 19条に違反する、表現の自由の行使に対する処罰を示して
いるという理由から、第 6条のもとでの生命の示威的な剝奪になる可能性がある。
57．また規約第 6条は、規約および選択議定書のもとに、委員会との協働と情報
交換などを通じて、人権の保護、実現の促進および努力に対する報復から個人を保
護する義務を強化する。締約国は、殺害の強迫に対応して必要な手段を講じ、人権
を擁護する適切な保護を提供しなければならない。そしてそのような手段は、締約
国がなすべきことの重要性を反映したものでなければならない。
58．不当な扱いを受けた個人の肉体と精神に重大な影響を及ぼすことになる拷問
と虐待もまた生命の剝奪の危険を生じさせることがある。さらに、尋問する人物を
拷問や虐待することで得た情報に基づいて、結果として死刑となる刑事上の有罪判
決は、規約の第 6条と同じく規約の第 7条および第 14条 3項（g）の違反となる。
59．その生命が、現実的な危険に直面することを信じるに足る相当な理由がある
国に個人を送り返すことは、規約の第 6条および第 7条の違反となる。加えて、死
刑宣告を受けた個人に、判決は減刑されると信じ込ませ、結局あとになってそうで
はなかったと知らせることは、第 6条および第 7条の違反となるであろう。
60．個人の生命を恣意的に剝奪することは、彼／彼女の肉親に精神的苦痛を与え、
規約第 7条のもとで、その人たち自身の権利の侵害になりうる。さらには、生命の剝
奪が恣意的ではない場合でさえも、死刑が適用される場所、処刑が行われることが予
測される日時（原文注 11：Concluding Observations: Japan(2014),para.13.）、
遺体の置かれる場所の情報が与えられないといった、肉親に対しての、個人の死を
とりまく状況に関する情報提供の不履行は、規約第 7条の違反となる可能性があ
る。処刑された個人の家族は、希望すれば遺品を返却してもらうことが可能でなけ
ればならない。
61．規約第 6条 1項のもとでの生命を保護する権利など、第 6条で保証されてい
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る生命権は、第 9条 1項によって保証されている人の安全保障の権利と重なる部分
がある。強制的失踪を構成する特定の作為または不作為において、極端な形態で
の、生命に危険を及ぼす恣意的拘留は、生命権同様、個人の自由および安全の権利
を侵害する。とりわけ失踪を防ぐために考慮されている、規約第 9条 3項、4項に
ある手続上の保証の順守の不履行は、また、結果として第 6条違反となる。
62．規約第 6条と、戦争のためのいかなる宣伝も禁止し、差別、敵意あるいは暴
力の扇動を禁止している規約第 20条の間には特別の関連がある。また、規約第 20
条のもとでこれらの義務に従うことの不履行は、第 6条のもとで生命権を保護する
ために必要な手段を講じることの不履行ともなる。
63．規約第 24条 1項は、すべての児童に、家族、社会そして国の中の未成年者と
して、その地位に必要な保護の手段を与えている。この条項は、すべての個人の生
命を保護するために第 6条が求めている全般的な手段に加えて、すべての児童の生
命を保護することを考慮した特別な手段をとることを求めている。特別な保護の
手段を講じる場合、締約国は、児童の最善の利益、すべての児童の生存、成長およ
び幸福を保証する必要性を指針としなければならない。
64．生命権は、人種、肌の色、性、言語、宗教、政治的あるいは他の信条、出身国
あるいは社会的出自、財産、出生、あるいはカースト、性的指向および性同一性、
障害、色素欠乏症および年齢など他のいかなる立場にあっても、なんらの差別もな
しに尊重され保証されるべきである。生命権の法的保護は、すべての個人に公平に
適用しなければならない。そしてすべての個人に、あらゆる形態の差別に対しての
効果的な保証を提供しなければならない。差別に基づく、いかなる生命の剝奪も、
事実それ自体によって（ipso facto）本質的に恣意的なものである。フェミサイド
（femicide＝女性殺人：性的要因が大きい）は、少女や大人の女性に向けられた、
ジェンダーに基づく暴力の極端な形態で、格別に重大な形態の、生命権への侵害で
ある。
65．環境の悪化、気候変動および非持続可能な発展は、現在および将来の世代が
生命権を享受する可能性に対して、ある種のもっとも緊急で深刻な脅威となってい
る。それゆえ、国際環境法のもとでの締約国の義務は、規約第 6条が意味するとこ
ろの情報を提供しなければならない。そして、生命権を順守し保証するという締約
国の義務は、その国際環境法のもとで、その関連する義務を強化しなければならな
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い。個人が生命権、とくに威厳をもった生命への権利を享受することができるかど
うかは、環境の悪化と汚染を防ぐために締約国が講じる方策にかかっている。この
点からすると、締約国は、自然資源の持続可能な利用を行い、環境に大きな影響を
与えていると思われる諸活動に対する環境影響評価を行い、自然災害および非常事
態にある他国に通知し、予防原則の当然の通知をしなければならない。
66．規約第 2条 1項の観点から、締約国はその領土内および管轄圏内のすべての
人の第 6条のもとでの諸権利を尊重し保護する義務がある。それは、生命権を享受
するすべての人に、力と効果的な規制が及ぶということである。これには、国に
よって有効的に管理されている領土外にいるが、　［直接的に］、重要かつ予見可能
　という意味で、軍事的あるいはその他の諸活動によって影響を受ける人たちも含ま
れる。さらに締約国は、占領地域のような、締約国の有効的な管理下にいる人た
ち、そして、締約国が規約を適用する国際的な義務を負っている領土にいる人た
ち、その人たちの生命を尊重し保護する義務がある。また締約国は、その管理下に
ある船舶に乗っている、あるいは航空機に搭乗している人たちの生命を尊重し保護
することが必要である。そして、海洋遭難のため、事実上特定の締約国が責任を
負っている公海上にいる人たちの生命を、関連する海上救助の国際基準に従うなど
して、尊重し保護することが必要である。逮捕監禁が人を国家の効果的な管理下に
置くことを考えると、締約国は、たとえ領土外でも、逮捕監禁されているすべての
個人の生命権を尊重し保護しなければならない。
67．また規約の他の条項と同じく、規約第 6条は、国際人道法の規則を適用でき
る武力紛争状態［戦闘行為］に、適用を続けている。規約第 6条の解釈と適用に、
国際人道法の規則を関連付けることが可能であると同時に、その法律の範囲は相容
れないものではなく、互いに補い合うものである。国際人道法が認め、かつ規制し
ている、致死的力を国際人道法に従って使用することは、原則的には恣意的なもの
とならない。一方、一般市民や民間物を標的にすること、無差別攻撃、民間人の巻
き添え死を予防する適切な手段を講じることの不履行、人間の盾を使用することな
ど、一般市民や戦闘能力を失った（hors de combat）人たちの生命の危険を伴っ
た、国際人道法とは矛盾する行いは、規約第 6条に違反する。締約国は、［強制的
な安全上の配慮を条件として］、生命の剝奪に至ることが考えられる、個人や目標
物に対して致死的力をもって攻撃することの基準を開示しなければならない。そ
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れには、個別の攻撃のための法的根拠、軍事目標を特定する過程、戦闘行為に直接
加わる戦闘員、関連する手段や方法が戦争行為で用いられた状況、同じ軍事的目的
を達成するために非致死的な選択肢が考慮されたかどうか、などが含まれる。さら
に締約国は、関連する国際標準に従って、武力紛争の状況における第 6条違反の申
し立てを調査しなければならない。
68．規約第 6条は、第 4条 2項の非適用制限のリストに含まれている。それゆえ、
恣意的な生命の剝奪に対しての基本的保証は、あらゆる状況において引続き適用さ
れる。しかしながら、国民の生命に脅威を及ぼす公衆の非常事態の存在と性質は、
生命の剝奪となる個別の作為あるいは不作為が恣意的なものかどうかの決断、およ
び締約国がとるべき積極的方策の範囲の決定に関連するであろう。生命権以外の
規約の諸権利は、　適用制限（derogation）を条件としたものに違いないが、第 6条
の適用を裏付ける適用を制限した諸権利は、それによって軽減されるべきではな
い。そういった権利には、死刑事例で公正な裁判を受ける権利および、生命権の侵
害に対し、これを調査し、起訴し、処罰し、救済するための実行できるすべての手
段を講じる義務に対する権利などがある。
69．第 6条に提示されている義務の確定的で適用制限のない性質を考慮すると、こ
の条文に関して締約国が留保するということは、規約の目標と目的とは矛盾する。
とくに、留保しないということは、人の生命の恣意的剝奪の禁止、第 6条にある厳
格な制限の外で死刑を適用することの禁止になるのである。
70．戦争およびその他の集団暴力は、毎年、何千何万という罪のない人の生命の
損失となって人類を苦しめ続けている。戦争および他のあらゆる武力衝突を避け
るための努力、そして国際的な平和と安全を強化する努力は、生命権の安全防護対
策のためのもっとも重要な条件と保証であると見なされている。
71．国連憲章に反して他国への攻撃行動をとっている締約国は、事実それ自体に
よって（ipso facto）、規約の第 6条に違反している。さらに力の行使に頼ることを
避ける目的で、平和的手段によって国際的な議論を解決するためのあらゆる合理的
な手段を講じる、ということをしていない締約国は、その生命権を保証する積極的
な義務に全力で対応していないことになる。同時に、すべての締約国は、国連憲章
のもとでの自らのすべての義務を順守する一方で、生命を保護し、侵略的行為、国
際テロ、人道に対する罪などの生命権に対しての、広範囲で組織的な攻撃に対抗す
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るという国際社会の一員としての、自らの責任を想起しなければならない。
（明治大学名誉教授）
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